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はじめに
　筆者はかなり以前のことになるが、「行政行為の理由付記」と題する論
攷において、主に当時の西ドイツの制度と理論を参考にしながら理由付記
制度の機能、付記理由の程度、理由付記の瑕疵等の問題につき論じたこと
がある（1）。当時はしかし、一般的理由付記制度はいまだ我が国において実
定法化されてはおらず、一般行政手続法の立法化についても、「政治情勢
の変化でもなければ、わが国の風土からみてそんなに急速な実現は期待で
きないように思う」（2）との指摘もなされるような状況であった。対して今
日では、その暫く後に行政手続法が制定、施行されてから既に20年以上
が経過しており、同法８条及び14条に規定された理由付記を中心とする
理由提示制度にも相応の判例の集積がみられるところとなった。更に、そ
の間に学説の展開もみられ、筆者としては、ここのところ従前の管見につ
いて再検討を行う必要を強く覚えるに至っていた。このようなことから、
今般本誌を借りて、理由提示制度について再考を試みる次第である。
　やや具体にいえば、現行行政手続法下の理由提示制度をめぐっては、順
次取り上げるように、①理由提示の機能としては恣意抑制機能と不服申立
便宜機能とがきまって指摘される、②提示される理由の程度については、
事実関係と適用法規を記載自体から了知せしめるものでなければならない
というのが原則とされる、③理由提示義務違反は処分無効事由ではなく、
処分取消事由（単純違法事由）として扱われる、④理由提示の瑕疵の治癒
については否定的に捉えるのが妥当であるとされる、⑤取消訴訟において
理由提示の瑕疵は独立の（絶対的）取消原因と見做される、概ねではある
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が、以上の理論的な傾きを学説及び判例から素描、抽出することができる
ものと考えられるところ、これら①～⑤の諸点等について順々に検討を
加えようとするものである。本稿では、これら諸点のなかから最初に、
①との関連で、行政行為の理由提示の目的・機能の問題を取り上げる。
Elliott/Varuhasも指摘する通り、この問題をめぐる議論は、理由提示義務
の範囲、理由提示の形式、提示が求められる理由の程度、何時の時点で理
由提示はなされるべきか、等の諸問題の（解釈及び立法の両レヴェルにお
ける）解決の方向性を大きく左右しそうな極めて重要なものと位置づける
ことができる（3）。わが国における理由提示の目的・機能を検討するに先立
ち、先ずは大陸法系からドイツにおける理論状況を、英米法系からイギリ
スにおける理論状況をとり上げて、夫々につき瞥見しておこう。
Ⅰ　ドイツにおける論議
　（１）ドイツ（4）において行政行為の理由提示（Begründung）が一般的な
形で義務化されたのは、1976年５月25日の連邦行政手続法（Verwaltungs-
verfahrensgesetz=VwVfG, 翌年１月１日施行）によってであり、それ以前
は、似て非なるものとして、行政裁判所法（Verwaltungsgerichtsordnung=
VwGO）73条３項により異議審査決定（Widerspruchsbescheid）一般に理
由を付すことが義務づけられていた以外には、個別行政法規が特定の行政
行為について理由提示義務を定めているにすぎなかった（但し、その例は
多数にのぼってはいたが）。勿論、この行政行為の理由提示の制度は、私
法上の紛争にかかる裁判には裁判所による理由の提示が義務づけられる
ものと見做され、そのような考えが訴訟法一般へと拡げられていったこ
とに源を発し、更には私法秩序においても、住居法や労働法の解約保護
（Kündigungsschutz）の規定にみられるように、社会的国家の理念の要請
に応える形で理由提示の義務化現象が広がりをみせていったのと同一歩
調の動きによる所産であったということができる（5）。かかる背景をもって
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VwVfG上に盛り込まれるに至った一般的理由提示制度は、今日、同法39
条において次のとおり規定されている。
（行政行為の理由提示）
第 39条①　書面による若しくは電子的方法による行政行為又は書面
により若しくは電子的方法により確証される行政行為には、理由提
示が行われなければならない。理由提示においては、官庁をして決
定に至らしめた重要な事実上の理由及び法的理由が伝達されなけれ
ばならない。裁量決定の理由提示は、官庁が裁量を行使する際に基
礎とした視点をも知らしめるものとする。
②　次の各号に掲げる場合には、理由提示は必要としない。
　１ 　官庁が申請に応じ又は表意に従うときで、かつ当該行政行為が
他の者の権利を侵害しないとき。
　２ 　行政行為が宛てられた者又は行政行為に利害関係をもつ者に、
事実状況及び法状況に関する官庁の見解が既に知られているとき
又は理由提示がなくても容易に知られることができるとき。
　３ 　官庁が同種の行政行為を大量に発給し又は自動機械装置を用い
て行政行為を発給するときで、かつ個々の案件の事情から理由提
示が必要でないとき。
　４　理由提示を必要としないことが法規定から明らかであるとき。
　５　一般処分が公示されるとき。（6）
　（２）それでは、そもそもVwVfG制定を通じて行政行為の理由提示が一
般義務化された当時にあって、特には理由提示義務の制度化前において、
ドイツではどのような議論が展開されていたのであろうか。
　この点、理由提示義務の意義を理論的に高めるにつき決定的な寄与を
なしたのは、1957年１月16日の連邦憲法裁判所判決が、「自己の権利を侵
害される国民はその理由を知らされることへの請求権を有する。何とな
れば、そうであってはじめて彼は自己の権利を適切に擁護することがで
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きるのであるから」と判示したことであったとされる（7）。実際同判決は、
W.Jellinekをはじめそれまで理由提示義務について冷淡であった行政法学
界（8）にあって、翌1958年には、E.Forsthoffをして、同判決を引用のうえ次
のようにいわしめたのである。曰く、「法律上要求された理由提示が欠け
ると、行政行為は有効ではあるが、取消しうべきものとなる。理由提示は
今日、原則的に法律上要求されたものと見做されなければならない。この
ことは、行政裁判による権利保護を法律上保障していることから生ずる。
利害関係人としては、行政行為の理由を知った場合にのみ自己の権利を擁
護できるのが通例であるし、裁量決定の場合にはきまってそういうことに
なるのである。このような理由から連邦憲法裁判所は、一般的理由提示義
務の例外をそもそも認めようとはしていないのである。これは支持されな
ければならない。連邦行政裁判所がたまたま傍論で、法律上別段の定め
がない限り行政行為は何ら理由提示がなされなくとも行われうる、と述
べたのは、従って克服されたことになる」（9）と。そして、かかる連邦憲法
裁判所判決やForsthoffが強調する行政裁判上の権利保護の視点こそが、
VwVfG上に理由提示義務が立法化をみるに際し決定的な役割を演ずると
ころとなったのであった（10）。
　かくしてドイツで理由提示義務の第一義的機能なり目的として把握され
てきた、権利保護の視点からする説明機能なり情報提供機能について敷衍
して述べると、次のようになる。
　理由提示義務は権利保護の実効化に寄与する。私人に対し
処分理由が明らかとなれば、私人としてはそれをもとに権利
救 済 手 続（Rechtsbehelfsverfahren）、 即 ち 異 議 審 査 請 求 手 続
（Widerspruchsverfahren）や行政訴訟手続に及んだときの奏功の見込みを
吟味することが可能となり、請求認容の見込みがたたない場合には、そ
れでも少なからぬ費用と時間を強いられる権利保護手続に踏み出すこと
を控えるようになるからである（この点を強調して、理由提示の受容機
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能（Akzeptanzfunktion）が語られることもある）。無論、理由提示が私人
に対して、権利救済手続に及んだときのリスクを完全に取り去ることはで
きないが、それを減じることはできる。以上は、覊束行為ではなく、理由
の提示がなければ請求認容の予測がつきにくい判断余地や裁量の余地のあ
る行為の場合に顕著であり、理由提示義務の意義はより高まる。但し、請
求棄却を覚悟しながらも、執行停止の効果（aufschiebende Wirkng）とし
て本案の判断までに得られる時間（Zeitgewinn）を狙って敢えて私人が権
利救済手続に及ぶことは、外国人関係行政にみられるようにありうるとこ
ろではある。更には、私人が提示された行政行為の理由付けに納得がいか
ず、そこで権利救済手続に及んだ場合も、異議審査庁又は行政裁判所とし
ては、請求理由の有無を判断する際に、提示された理由に頼ることとなる
のである。特に異議審査庁にあっては、合目的性の考慮を行う際に、提示
された理由を手がかりに原処分の思考過程をあとづける必要に迫られるこ
とになる。この意味においても、適用法規によって判断余地又は裁量の余
地が広がれば広がるほど、提示理由に頼る必要性は高まろう（11）。
　（３）理由提示制度に伴う、以上のような権利保護の実効化
（Effektivierung des Rechtsschutzes）ともいうべき機能よりは遅れて注
目されるようになった、これまた重要な機能としては、行政の自己統制
（Eigenkontrolle）に寄与するという理由提示の機能を挙げることができ
る。この機能は、ある論者の言を借りると、「行政庁は理由提示を通じて
自己の決定を事実の観点及び法の観点から綿密に熟慮し、〔決定が違法又
は不当であると攻撃されることに備え、予め〕十分な防禦策を講じてお
くことを義務づけられる」（12）ことになる、ということから導き出され、更
に、別の論者によって、「行政庁は理由提示義務によって…おざなりな審
案を阻まれる」（13）のである、と表現されるところに照応するものである。
理由提示義務が行政庁をして熟考の上で行政行為を発給するように仕向
け、誤った行政行為の発給を回避し、法的安定性を確保することに寄与す
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るという、このような認識には、私見によれば、転ばぬ先の杖、という広
く行政手続の意義を支える発想に通じるところが端的に窺え、蓋し現代行
政の実相に鑑みるとき、重要性が増しつつあるものと映る。というのも、
職員が強度の負担を強いられ、実効性を高めることへの諸要求に常にさら
され、目まぐるしく変転する社会にあって、立法措置には多大な時間を要
することも手伝って、急転する諸条件に遅滞なく反応していくことを余儀
なくされている現代行政の現実に鑑みるとき、立ち入った調査もないまま
に、精査、熟考すればそもそも行わなかったか、その通りには行わなかっ
たであろうような措置に出てしまうという危険が生じてしまうのである
し、限られた時間内に大量の決定が行われなければならない場合に、特に
このことが当てはまるのである、と指摘されており、更に、このような危
険は不確定法概念又は裁量の下で行われる措置の場合に一層高まるものと
見做されるという状況認識もあるところなのである（14）。確かに、違法又
は不当な行政行為の発給の可能性の増大に対しては、裁判官の増員を通じ
て司法的救済のスピードを落とさないようにすることが対策として有効で
あるともいえそうであるが、裁判官の極端な増員には裁判の質の低下を懸
念する向きがドイツにあることも、ここに想起されてしかるべきであろ
う（15）。
　（４）「権利保護の実効化」及び「行政による自己統制への寄与」とい
う如上の二つが、理由提示に期待される主要な目的・機能と見做されて
いる訳であるが、これらに付加される形で指摘されている目的・機能と
しては、第一に、理由の提示が利害関係者に対しては行政権が入念に措
置を講じようとしていることの徴憑として働き、この働きは特に聴聞手
続（VwVfG28条に規定）が採用されない場合には同手続に代わって私人
に信頼の念を起こさせるものとして作用して、このことが結果として私人
に対する説得効果（Krüger的には、単なる服従の納得ずみの服従への転
化）をもたらすことにつながり、延いては私人による権利救済手続利用
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の件数を減ずることに行き着くという意味で、行政権にとって一種のメ
リットをもたらす、ということを挙げることができよう（16）。そして第二
には、今日、行政が決定に到達するに際しては名宛人の情報と考え方を
広範に入手するようになって、一方的・高権的決定手続と決別するとい
う行政の姿勢・傾向が強められてきているなかで、このような対話指向
（Dialogorientiertheit）へという行政スタイルの変化の帰結として、行政
は決定時にも、決定内容の表明に限局されることなく、私人に対し決定の
基礎、内容、意義及び目的についても情報を提供する必要があるという要
請の高まりがみられ、この要請に理由の提示が一定の役割を果たしうると
いう点を指摘する向きもある（17）。このような指摘には、基本法（１・２
条等）からして、私人は単なる「行政の臣下（Untertan）」ではなく、「権
利を有し義務を負う一人前の市民（mündiger Bürger）」と見做されなけれ
ばならない、という行政法の基本原理の措定に通底するものをみてとるこ
とができよう（18）。Kopp/Ramsauerも、同様の趣旨から、市民を行政のパー
トナーと捉える「手続的公正（Verfahrensfairness）」の原理の一つの発現
として理由提示制度を位置づけているようである（19）。
　（５）では、叙上の目的・機能をめぐる議論と密接・不可分な関係に立
つ問題として、理由提示義務の憲法上の基礎づけについてはどのように捉
えられているのであろうか。この点をめぐり特に引き合いに出されること
が多いのは、「人間の尊厳」（基本法１条）、「法的聴聞」（同103条１項）、
「法治国原理」（同20条３項）及び「裁判を受ける権利の保障」（同19条４
項）である。これらのうち先ず人間の尊厳（Menschenwürde）については、
基本法１条１項が定める人間の尊厳の不可侵からするなら、個人は国家の
行為の客体ではなく主体と見做されねばならず、理由の提示の懈怠はかか
る個人の地位と相容れないものであると主張される。次に、本来的には裁
判にかかわる基本法103条の規定によって行政上の理由提示を基礎づけよ
うとするのは、そのような拡大解釈こそが、立法政策上望ましいという範
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囲をこえて、基本法の要請するところに外ならないとの主張である。そし
て第三に、理由提示の根拠を基本法20条３項の法治国原理に求める見解
は、現代行政の下では司法権による実体法を通じた私人の権利保護には限
界を認めざるをえず、そもそも実体法的にみて違法又は不当な行政措置が
行われないということの保障が必須とならざるを得ないことよりすれば、
法治主義（国家）の原理は今日、行政による権利侵害を事後的に救済せし
めることのみを要請するのではなく、違法又は不当な行政措置が可能な限
り発給されないことをも要請するものと解さざるを得ず、ここにその一環
として理由提示義務もまた要求されることとなってくる、との認識を提示
するのである（20）。最後に、理由提示義務を基本法19条４項の裁判を受け
る権利の保障に基礎づけようとする考え方は、既に1957年連邦憲法裁判
所判決に触れた折に摘示したように、実効的裁判の保障には理由提示が不
可欠であるという見解に基づいたものといえる。
　理由提示義務の憲法上の基礎づけについては今日一般にかかる議論が支
持を得ているものと見做されるが（勿論一定のバリエーションも散見さ
れ、例えば、国家行為の透明性の要請の一斑として理由提示義務を位置づ
け、憲法上の民主主義原理を持ち出す立場もある）、それが支配的とまで
は言い難いのもまた事実であって、論者のなかには、理由提示義務は基本
法19条４項にのみ基礎づけが可能であると説く者（21）なども見られなくは
ない。
　かかる議論には、憲法・行政法学的にみて確かに大いに興味をそそると
ころはあるが、日独両国の憲法規定が同一でないことも相俟って、本稿で
はこれ以上詳かにこの議論に立ち入ることはせず、１点だけ、即ち、ドイ
ツではこのような理由提示の憲法上の位置づけをめぐる議論が近時重要視
されてきているところ、それは何故なのか、拡げていえば、何故行政手続
の憲法上の基礎づけをめぐる議論が重視される状況にあるのか、の点だけ
に言及するに止めたい。そして、この「何故」に対する解答を手短に表現
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するとすれば、それは、行政手続の迅速化という政治的要求（特に経済界
からのそれ）の実現に対する憲法・行政法学からの危機感のあらわれ、と
纏めることができるように思われる。
　つまり、既に別稿において紹介したように（22）、ドイツVwVfGは1996
年９月12日公布の「許認可等手続の迅速化のための法律（Gesetz zur 
Beschleunigung von Genehmigungsver fahren, BGBl.I.S.1354‐以下
GenBeschlGと略記）」によって改正されたのであるが、当該改正はVwVfG
がそれ以前に受けた数次の改正とは異なって、VwVfGに本質的変容をも
たらすものであったという点が注目される。この点確かに、GenBeschlG
の１条が、「行政手続は簡素かつ合目的的に実施されなければならな
い」と定めていたVwVfG10条２文を、「行政手続は簡素、合目的的かつ
迅速に（zügig）に実施されなければならない」という文言に変更する
ことを要求したという限りでは、Kopp/Ramsauerも指摘するように（23）、
行政手続の迅速な実施と終結を義務付ける迅速性及び実効性の要請
（Beschleunigungs-und Effektivitätsgebot）は既に以前から行政手続の重要
な原則であったことよりすれば、そのような変更要求は迅速性を強調した
に止まり、そこに本質的な修正をみてとることはできないということにな
るのかもしれない。しかしながら、同時にGenBeschlG １条が、
　「第１項第２号から第５号までの行為は、前置手続の終結までに限
り、又は前置手続が行われない場合は行政裁判上の訴えの提起までに限
り、追完されることができる。」
と規定していたVwVfG45条２項を、
　「第１項に定める行為は、行政裁判上の手続の終結まで追完されるこ
とができる。」
に改めることを命じ、更に、
　「…無効とはならない行政行為の取消は、事案において他の決定が行
われえなかったであろう場合には、当該行政行為が手続、形式又は土地
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管轄に関する規定に違反して成立したということのみを理由としては、
これを請求することができない。」
と規定していたVwVfG46条中「事案において…場合には」の部分を、
　「当該違反が事案における決定に影響を与えなかったことが明らかな
場合には」
に改めるべきことを命じたことの方は、真に重大な問題を孕んでいたので
ある。
　即ち、先ずVwVfG45条２項をとり上げるとすると、改正前には理由提
4 4 4
示
4
、聴聞、委員会の議決及び他の官庁の協力という４種の手続行為（１項
２～５号）の追完・治癒には所定の時間的制限が課され、申請（１項１号）
の追完・治癒には時間的制限が設定されていなかったのに対し、改正後に
はこれら５種のすべてに「行政裁判上の手続の終結まで」という統一的な
時間的制限が設定されることとなったのである。改正前に較べ、追完・治
癒に係る時間的制約が大幅に緩和されたことになる（24）。この点、そもそ
も改正前の規定が、手続効率（Verfahrenseffizienz）と行政に対する法的
覊束（Rechtsbindung）との妥協の産物として違憲ではないものと一般に
支持されていたのに対し、改正後の規定については、立法政策的当否を問
う見解が示されたのは勿論、明確に当該既定の違憲性を説く見解も有力に
なったのである。代表的所論として例えばSodanは、①45条２項の改正は
完全な行政の利益重視の結果である、②これは、負担が大きくかつ時間の
かかる手続的要求を行政庁が無視する傾向を助長するものである、③特に
聴聞の瑕疵の追完・治癒についていえば、市民は通常行政との関係で従属
関係に置かれ、それ故法治国家原理からするなら、行政手続としての聴聞
は基本法103条１項の定める裁判における法的聴聞に劣らない意義を有す
るところ、前者について追完・治癒を45条２項のように認めることは、
行政の法による拘束を過度に相対化してしまうことになる、④治癒の期間
延長によりもたらされる法治国原理からみて重大な不利益は、手続の迅速
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化がもたらす利益との間で権衡が保たれてはいない、などの指摘の上に立
ち、改正後の45条２項の定めは基本法上の法治国原理と相容れるもので
はない、と説いている（25）。
　次いでVwVfG46条の改正問題に触れると、この改正の眼目は、改正を
主導した連邦政府の説明によれば、旧46条の適用範囲の拡大にあったの
であって、要するに改正後は、「最早決定内容に他の選択肢が欠けること
（Alternativlosigkeit）のみに照準を合わせるのではなく、手続及び形式の
瑕疵の決定に対する因果関係（Kausalität）もまた顧慮される」（26）こととなっ
たのである。換言すると、行政争訟、就中行政訴訟において（広義の）手
続的瑕疵を理由とした取消請求が認容されない場合が当該改正によって拡
げられ、行政行為が実体法的に適法な場合に加え、手続的瑕疵と裁量的行
為の内容との間に因果関係が欠けることが明白な場合にも、取消請求は棄
却されるものとされたことになる。ただ、こちらの46条の改正について
は、45条２項の改正の場合とは多少異なり、同じく手続的経済と手続的
要求との間の再調整の問題でありながら、批判は少なくないにせよ、違憲
と見做す見解は殆どみられないといってよい。但し、そのような理論状況
下でも、Sodanが、①改正後の46条は行政に対する法的拘束を一層相対化
し、同じく45条２項と相俟って、結果として手続的瑕疵を顧慮しないこ
とが常例となるよう配慮してしまっている、②手続的瑕疵が配慮される場
合との比較でいえば、基本法３条１項の定める法適用の平等が確保される
かという問題が湧いてくる、等の点を指摘し、憲法上の疑義を呈してい
る（27）のは注目されよう。
　こうして、総じていえば、行政庁による行政手続の軽視・無視を助長し
かねないようなVwVfGの96年改正に対し、学説が危機感を抱き、その対
抗軸、防波堤として行政手続の憲法上の基礎づけの問題に改正前にも増し
て注力することとなった点は、決して不可思議な動きと映るものではな
く、更に、かかるドイツでの理論の動向は、わが国における行政手続法
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制、そして理由提示制度
4 4 4 4 4 4
のあり方をめぐる議論に対しても、大いに示唆的
であるといえよう。
Ⅱ　イギリスにおける論議
　（１）Elliott/Varuhasは、イギリス法の現況について、決定者が自己の
決定の理由を提示する義務についての認識は深められる傾向にはあるもの
の、行政上の決定の理由を提示する一般的義務は存在しないというのが実
情である、と簡にして要を得た紹介を行っている（28）。
　そして、この実情を多少なりとも敷衍して説明・分析しているものに、
JUSTICE-All Souls委員会による「行政的正義」と題された研究レポート
（1988年）がある（29）。そもそも同委員会は、1969年に法律委員会（Law 
Commission）が行政法の包括的見直しを勧告したにも拘らず政府の支持
を得られなかったことをうけて、行政法に関する実務的な知識を有する
メンバーによって1978年に組織されたものであり（議長はPatrick Neill勅
撰弁護士）、調査審議の結果を1988年に報告したところであったのである
が（30）、報告書の中で理由提示制度に関し先ず検証されているのは、同制
度のコモン・ロー上の位置づけである。そこでは次のような指摘がなされ
ている。
　行政当局の決定に何らの理由づけもなされていない場合に審査裁判所
として採りうる措置としては、理論上は、①決定権者に対し理由を述べ
ることを命ずる、②文書その他の資料から見て可能なときは自ら理由を
推断する、③理由が提示されていない決定は、専断的か支持しえないもの
として見做す、④理由のない決定は審理不能なものとして扱う、以上を考
えうるが、この点、英国の裁判所は概して④の措置を採用してきた。こ
のような状況を踏まえ1932年にはDonoughmore委員会（Dnonoughmore 
Committee on Ministers’ Powers）が、決定によって影響をうける当事者
は、決定が依拠した理由を書面で知らされるべきであると述べ、論拠とし
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て自然的正義（natural justice）にも言及したのであるが、その後50年を
経てもなお、例えばWade教授（William Wade）は、理由が示されなけれ
ばならぬことは裁判所においてもルールとして確立されてはおらず、従っ
てこのルールを行政機関向けに自然的正義から導出することはできないと
述べ、更には同様の主張が他の論者（例えばde SmithやCraig）によって
もなされている。但し、そのような状況下でもDenning卿によっては、財
産権が影響をうけたり、生計を奪われたり、権利利益や正当な期待が否定
されたりするといった場合には、相手方としては理由が語られ、聴聞の機
会が与えられる資格を有する、と判示されている。但し、その場合でも理
由提示は直接には聴聞をうける権利とリンクするものとして位置づけら
れ、聴聞を経ての決定がなされた後に理由の提示が求められるものではな
いとみられている（31）。
　コモン・ローの位置づけがそうであればこそ、重要性が一層増すの
は立法措置ということになるが、この点（立法化）をめぐる動きは、
JUSTICE-All Souls委員会レポートによって以下の通り描写されている。
（ⅰ） 　1955年に審判所（tribunal）の権限行使と大臣による審問（inquiry）
を検討すべく設けられたFranks委員会は、「行政上の審判所及び審
問」と題された1957年の報告書の中で、次のように決定理由の提
示の必要性を説いた。
　　 　「審判所の手続が市民に対し公正であらんとするのであれば、最
大限実施可能な程度に理由が提示されるべきである、と当委員会は
確信する。決定の理由が書面で述べられなければならないとなる
と、その場合の理由は一層適切に考え抜かれたものとなるであろう
から、決定の質はより高められ易くなる。更には、訴えを提起する
権利がある場合、提訴に十分な理由があるのかを訴えを提起する者
が判断し、提訴を決断した際に対応しなければならなくなる主張を
認識できるようにするためには、決定に理由が付されていることが
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不可欠なのである。」
　　 　同委員会はこのように説く外、決定においては理由とともに審判
所の事実認定も述べられるべきこと、口頭で決定を行うことが許さ
れる場合でも常に書面で確認がなされるべきであること、審判所に
よる理由の提示に関する提言内容は、審問後の審問官による報告に
ついても、大臣の決定書についても妥当すべきであることをも併せ
主張したところであった。
（ⅱ） 　Franks委員会のかかる報告書が公表された翌年、議会は「審判所
及び審問法（Tribunals and Inquiries Act, 1958）」を制定し（さらに
1971年に統合的法律化）、その12条において、決定には理由を書面
又は口頭形式で付すべきことを義務として定めた。但し、この義務
が生ずるのは、決定の理由を求める請求があった場合に限られる。
また、国家の安全に関わる場合には理由の提示を拒否したり、制限
したりすることができ、理由の提示が決定によって一義的に影響を
うける者の利益を損なうものと認めた場合には、審判所としては第
三者に対してはこれを拒むことができる。理由中に法的過誤（error 
of law）が現れている場合には、私人としては裁判所に移送命令
（certiorari）を請求することができ、この法的過誤の中には制定法
に係る過誤、コモン・ローに係る過誤は勿論、他事考慮や考慮遺脱
などの意思決定過程にかかわる過誤も含まれる。尚、大臣により又
は大臣に代わって制定法上の審問が開かれた後に決定が行われ、通
知がなされる場合にも、1971年法12条により大臣には理由提示が
義務づけられるところとなった。
　　 　この様に定められた同法上の理由提示義務は、Franks委員会の提
言と比べたとき、（ａ）同法上理由提示の義務が生ずるのは、理由
が要求された場合に限られること（但し、審判所ごとに、無条件の
義務を課す手続的ルールも数多く制定されてきてはいる）、（ｂ）理
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由は口頭形式で提示されることができ、書面で確認される必要はな
いこと、（ｃ）理由には審判所の事実認定を伴うことが要求されて
はいないこと、以上３点に鑑みるとき、厳格さにおいて劣るもので
あった（32）。
　そしてFranks委員会の提言と比べたときに認められると指摘された、
「審判所および審問法（1958年法及び1971年法）」のこのような特徴は、
その後の現行1992年法においても維持されているものと考えられる。
即ち、現行の1992年法は、その10条において理由提示につき規定して
いるところ、同条によれば、別表１に定められた審判所（審判所審議
会（Council on Tribunals）の直接の監督下にある農業をはじめとする45
の行政分野に亘る審判所と同審議会のスコットランド委員会（Scottish 
Committee）の監督下の18の分野に亘る審判所のすべて）が決定を行うと
き、又は大臣が自己の決定を通知するときは、書面または口頭で決定理
由を示すことが義務づけられるが、それは決定を行い又は通知するに際し
て、或いはそれ以前に理由を示すことが求められた場合に限ると規定され
ているところなのである（１項）。
　加えて指摘すべきは、「審判所及び審問法」は確かに審判所や大臣に対
して広範囲に理由提示の義務を課すものであるとしても、同法は射程外の
公的機関や制定法上の審問を経ない大臣の決定には適用されはしないとい
う点であり、この残された空白を埋めるのは他の制定法に期待しなければ
ならないことになるが、この点で、立法が比較的進展をみせているは、都
市及び田園計画と住宅規制の領域であるとの指摘がなされており（33）、更
に近年では、2000年の情報自由法（The Freedom of Information Act）17
条が、公的機関が請求のあった情報の開示を拒否するときは拒否する理
由を示すことを要求し、これを基に開示請求者が最終的には同法50条に
則って情報コミッショナー（Information Commissioner）に不服を申し立
てることができることとしているのが、注目に値するところである（34）。
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　（２）それでは、以上の如くにコモン・ロー上の把握がなされ、また立
法による制度化が展開されている理由提示の手続については、その目的・
意義は理論的にどう捉えられているのであろうか。
　決定権者が理由を提示することの意義・目的につき、Elliott / Varuhas
及びJUSTICE-All Souls委員会レポートが紹介・指摘しているところを多少
整理して示すと、次のとおりである。
　第一は、別の審判所（appellate tribunal）であれ、裁判所であれ、オム
ブズマンであれ、決定の審理を担当する機関に対して決定理由が明らかと
されることの利益であり、これは、公的機関が司法的審理過程と協働する
という思潮に支えられたものであるとされる。第二は、決定によって影響
をうける私人にとっての利益であって、即ち当事者への情報開示と関係
し、理由は、私人が決定に対して異議を申し立てたり、逆にそれを受容し
たりする際の判断材料として役立つ、という点である。第三に、理由の提
示は、決定権者が決定に到達する際に便宜をもたらすものであって、情報
開示ではなく、決定権者の自己規律（discipline）に関わり、恣意的な決
定を行うことに対するチェックとして機能する、と指摘される。即ち、決
定理由を明確に述べようと構えることを通じて、決定権者の思考は適切な
論点に集中し、その分意思決定は良質度を増すところとなる、という意味
であるとされる。最後に第四には、行政権を行使する者が決定を裏付ける
理由を示さなければならないことを公衆に知らしめることにより、意思決
定に対する公衆の信頼度が高められる、という効果の発現が挙げられてい
る（35）。
　このような理由提示の目的・意義をめぐる指摘には、多分にドイツにお
ける議論に通じるところがあることは、ここに改めて指摘、これ以上に分
析するを要しまい。寧ろ注目されるべきは、イギリスでは、そのように理
由提示の意義が認識されているにも拘らず、理由提示が求められる決定の
範囲や提示すべき理由の程度の問題などは一応措くとして、ドイツとは
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異なって、先にみたように理由提示が決定権者にとっての一般的義務（a 
general duty）とまでは認められていない点である。畢竟するに、理由提
示の意義・機能にどの程度の評価を与えるのかをめぐる両国間での考え方
の違いがもたらす結果に外ならず、換言するに、イギリスでは理由提示制
度の意義・目的と同時に同制度に伴うデメリットらしきところも強く意識
されているという事情があるのである。そして、この理由提示制度のマイ
ナス面に関する認識は、先のJUSTICE-All Souls委員会によって、端的に次
のように紹介されている。
（ａ）　決定権者が、何が決定後に公にされ、あるいは公にされないの
かを顧慮することによって、決定権者間での自由かつ妨げのない議論の
展開が阻害されることがないようにというのが、実効的行政の要請する
ところである、
（ｂ）　理由の提示を一般的に要求することは、政府機構に耐え難い負
担を課すことになる、
（ｃ）　案件処理の遅延が不可避的に生じ、余計な経費が惹起され、公
衆一般はその影響を被ることとなるが、理由提示がもたらすベネフィッ
トはそれによるコストに見合わない、
（ｄ）　一般義務化は中央政府、地方政府、そして公的、準公的性格の
数多くの他の団体に広範な影響を及ぼし、一層多くの決定が法的な異議
を受ける可能性にさらされ、更に問題の司法化（judicialization）へと進
むことになろう、
（ｅ）　理由提示の一般義務化は、必ずしも真実のあるいは完全な理由
が述べられることを意味するものではなく、決定権者は、新しい制度に
適応して異議が功を奏するのを防ぐべく理由を通じて十分に陳述をする
術を獲得するようになり、そこに誠実さは常に表出されるとは限らな
い、
以上の５点が、一般義務化に対する反対論の根底にある考え方として、委
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員会によって列挙・紹介されている（36）。
　最後の（ｅ）の指摘は、ドイツでは理由提示の形式・手続の問題ではな
く、それの実体法的問題にして理由提示の訂正（Nachschieben）へと連
なるものとして認識されているところであり、筆者にも、理由提示の意
義・目的とは多少別種の議論ではないかと映るところであるが、それは扨
て置き、以上の諸点には、理由提示の目的・機能に、イギリスにあっては
総じて然程高い評価が与えられてはいないことの論拠をよくみてとること
ができるように思われる。
　但し、ここに注目しつつ補足的に記すべきは、JUSTICE-All Souls委員会
自身は、理由提示の一般義務化をめぐるそのような反対論に組みするもの
ではなく、1958年以降の理由提示義務の立法化以来審判所の決定の質は
向上してきており、理由提示による案件処理の遅延であるとか負担増など
というのは誇張されたものに過ぎないと述べて、理由提示の一般義務化に
支持を表明したうえで、貴族院及び下級裁判所に判例変更を期待するのは
困難であるとの認識に基づいて、司法権によるコモン・ローの展開を通じ
た一般義務化ではなく、立法による一般義務化を勧告し、併せて、理由の
提示を移送命令を目的として記録（record）の一部を成すものと見做すべ
きであると説いている、という点であろう（37）。
Ⅲ　日本における判例・学説の展開
　（１）我が国においては、平成５年成立の行政手続法により、行政庁に
対して理由提示が一般的な形で義務づけられることとなったが（申請拒否
処分につき８条、不利益処分につき14条）、このことには、理由提示制度
のわが国における広がりの点で、少なからぬ意義が認められる。というの
も、それまで判例は、白色申告更正処分をめぐる最判昭和42・９・12（訟
月13巻11号1418頁）や最判昭和43・９・17（訟月15巻６号714頁）などに
窺えるように、根拠規定を欠く場合については、仮令不利益処分であって
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も理由提示義務を否定する態度に出ていたからである。但し、その際に判
例が理由提示の目的・機能について理解を示していなかったわけでは決し
てない。最高裁は、青色申告更正処分をめぐる事件において、「一般に
4 4 4
、
法が行政処分に理由を附記すべきものとしているのは、処分庁の判断の慎
重・合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由を相手方
に知らせて不服の申立に便宜を与える趣旨」（傍点筆者）に出たものであ
ると判示して（38）、恣意抑制機能及び不服申立便宜機能（より広くは或い
は一般的には、争訟提起便宜機能ということになるが）を指摘して以来、
一般旅券発給拒否処分についても（39）、情報公開制度における不開示決定
についても（40）、同旨の判示を繰り返してきていたところであった。そし
て、学説上は理由提示（付記）が行政処分の形式の問題の一つとして捉え
られることが多かったことよりすれば（41）、判例が比較的早くから上記の
二つの機能、就中、恣意抑制機能に着眼していたことは、目的・機能の把
握の面で寧ろ学説に先んじたとさえ評価しうる。
　とはいうものの、判例には、「理由付記の機能およびその位置づけから
みると、少なくとも、権利・利益の侵害にわたる処分で、大量性・迅速性
の消極要件がない場合には、明文の根拠がなくとも、理由付記を要する、
と解される余地がある」（42）との知見に、具体の態様は別としても、ともか
く呼応しているといえるような動きは見られはしなかった。これは、一つ
には、判例による理由提示の目的・機能の把握が、主に理由提示（付記）
の内容・程度を、それについての実定法の定めが欠ける中で理論的に導き
出すための前提として展開されるに止まるものであったこと、二つには、
今日いうところの意見陳述手続、特に通知・聴聞手続などとは異なって、
理由提示義務を憲法上に基礎づけるというアプローチは学説上も判例上も
殆ど意識されず、更に法律上に規定がないときに条理を引き合いに出すこ
とも理論上困難であったこと、かような背景があったものと考えられよ
う（43）。
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　（２）現行行政手続法により行政庁に対して一般的理由提示義務が課さ
れることとなって以降も、理由提示の目的・機能に関する判例の捉え方に
は、同法制定前と比べて基本的には変化はみられない。例えば、一級建築
士免許取消処分にかかわって処分基準の適用関係が示されることをも要求
して注目された最判平成23・６・７（民集65巻４号2081頁）が、「行政手
続法14条１項本文が、不利益処分をする場合に同時にその理由を名宛人
に示さなければならないとしているのは、名宛人に直接に義務を課し又は
その権利を制限するという不利益処分の性質に鑑み、行政庁の判断の慎重
と合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由を名宛人に
知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たもの」であると解し、不
利益処分の理由提示につき恣意抑制機能及び争訟提起便宜機能を挙げる
外、申請拒否処分については、下級審において例えば、遺族厚生年金不支
給処分に関し東京地判平成14 ・11 ・５（訟月50巻５号1627頁）が、同種
事案に関し東京地判平成16 ・６・22（判時1864号92頁）が、タクシー事
業に係る旅客の運賃及び料金の変更認可申請却下処分に関し大阪地判平成
19・３・14（判タ1252号189頁）が、原爆症認定申請却下処分に関し大阪
高判平成20 ・５・30（判時2011号８頁）が、浄化槽汚泥の収集運搬業の
不許可処分に関し福岡地判平成25 ・３・５（判時2213号37頁）が、理由
提示の目的・機能について、最判平成23 ・６・７が判示したところと同
じ二つのものを指摘している。
　この様に、判例上は上記二つの目的・機能を指摘することが定着してい
るものと見做しうるが、若干のバリエーションとしては、それら二つの機
能に（行政運営ないしは処分の）「透明性の向上」を付加する裁判例もみ
られる（44）。
　他方で学説上も一般に、恣意抑制機能と争訟提起便宜機能とが挙げられ
る外、相手方に対する説得機能（これは私人からみた争訟提起便宜機能を
行政側から捉えたものともいえようか）や決定過程公開機能（判断過程透
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明化機能）が併せ指摘される場合がある（45）。
Ⅳ　小結
　以上、理由提示制度の目的・意義・機能といった点をめぐるドイツでの
議論（Ⅰ）、イギリスにおける議論（Ⅱ）、そして日本の議論の概況（Ⅲ）
につき述べてきたところであり、ここでは、Ⅰ及びⅡが我が国における議
論（Ⅲ）に対して何を示唆的にもたらすの（べき）かを少しく考察してみ
たい。その際は、決して制度に対する様々な角度からの諸種認識論的な示
唆の存在を軽視するものではないが、そもそも理由提示の目的等の点をと
り上げるのが、冒頭に示したように、主に提示理由の程度、理由提示の瑕
疵とその効果といった諸問題につきわが国で解釈論（多少はこれにプラス
立法論）を展開していくうえで有益な知見を得るためであるとすれば、す
ぐれて法解釈上実益のある示唆の方が重要性を帯びてこようし、本稿の段
階では比較的汎用性のある示唆が案出・摘記されて然る可きであろう。
　（１）日本では理由提示の主な目的・機能としては、先にみた如く、判
例・学説により、恣意抑制機能と争訟提起便宜機能が挙げられており、こ
の点に特に異論を差し挟むものではない。ドイツでも両機能は中心的なも
のとして位置づけられているし、イギリスでも両機能が注目されているこ
とは先に確認した通りである。また、我が国では両機能に着眼するに限
り、憲法上は就中法治国原理及び裁判を受ける権利に基礎づけるのが妥当
と考えられる。ただその上で指摘しておきたいことは、両機能のうち争訟
提起便宜機能の方を強調しすぎることには問題なしとしない、という点で
ある。即ち、仮に理由提示がなくとも、行政過程を通じて既に処分理由が
私人の争訟提起に関し利益をもたらすに十分な程に明確になっておれば、
争訟を裁断する機関にとっても一定程度争点が明確化されているかは別と
して（多くの場合にはこれも肯定されようが）、最早争訟提起便宜機能を
敢えて持ち出すまでもないこととなって、解釈や立法は、この場合に理由
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提示義務は存しないとの判断に傾いてしまう可能性を否定しえないからで
ある。現に、理由提示に先の二つの機能を認めながら理由提示を行政行為
の形式的要件の問題と位置づけ、狭義の行政手続の一種とは捉えず、日本
でいう争訟提起便宜機能を重視するドイツでは、既述の如く、VwVfG39
条２項２号が、名宛人に処分理由が知られているか容易に知られうる場合
を官庁の理由提示義務の適用除外としていたところであるし、イギリスの
現行の審判所及び審問法が、請求があったときにのみ理由提示義務が生ず
ることを定めているのにも、同様と思しき発想を窺わせるところがあろ
う。こうして、行政庁が処分理由が既に知られている、或いは十分に知ら
れうると思料した場合には理由提示は不要とされ、そのことにより、処分
理由の提示に向けて当初の処分理由を（再）吟味することを通じて、企図
した処分の適法性、合目的性を再考するという、行政手続の一環としての
プロセスは失われてしまう危険に晒されることになる。従ってここに、そ
のようなプロセスを保障するために争訟提起便宜機能と並んで、理由提示
制度のもつ、実体法実現に向けての恣意抑制機能もまた重視されていなけ
ればならなくなるのである。如上の意味で、夙に最判昭和49・４・25（民
集28巻３号405頁）が理由の提示は通知書の記載自体において明らかにさ
れていることを要し、相手方の知・不知にはかかわりがないと判示してい
たのは注目に値し、その後に馬主登録拒否処分通知書の理由の違法性が争
われた事件につき東京地判平成10・２・27（判タ1015号113頁）が、端的
に、「理由提示義務が、行政庁の拒否事由の有無の判断についての判断の
慎重と公正妥当を担保してその恣意を抑制する趣旨を含むことに照らせ
ば、申請者が当該拒否処分理由を推知できると否とかかわらず、当該拒否
処分がなされた時点において、右に述べた程度の理由が示されていなけれ
ば、理由提示義務違反として、当該拒否処分は違法なもの」になると判示
しているのも、高く評価されてよい（46）。但し、単に処分理由を知ってい
るのをこえて、処分に誤りがないことが客観的に明らかな場合はこの限り
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でないことにはなる（行政手続法８条１項但書）。
　（２）このように理由提示がもつ恣意抑制機能にも相応の重みづけがな
されるべきであり、そうされてはじめて理由提示制度は行政手続の一環と
しての地歩を占めることになるのであるが、そのような理由提示のもつ恣
意抑制機能も、他の行政手続との関係を考慮した場合、必ずしも不変では
なさそうである。一つには、不利益処分手続と申請に対する処分の手続と
を比べた場合、両手続で基本的には理由提示の目的等に異なるところはな
いとしても、前者にあっては、行政の自己統制なり行政による実体法実現
に向けたより有力な行政手続として意見陳述手続があり、就中、不利益度
の高い不利益処分については、通知・聴聞というより厳格な手続が存在す
るということがある。逆にいえば、申請に対する処分の手続にあっては、
意見陳述手続が採用されていないことの立法政策的当否を別とすれば、違
法・不当な行政の回避に向けた理由提示そのものに対する期待には、相対
的に高いものが認められるということになろう。この違いが、理由提示の
程度、瑕疵等の問題解決に際して差異をもたらす可能性がある。二つに
は、行政手続法が定める手続以外の行政手続、特に審議会手続との関係で
ある。この点についても目下の段階では、原爆症認定申請却下処分に関
し、「原爆症認定の許否の処分については、審議会等の意見を聴かなけれ
ばならないものと定めていること（被爆者援護法11条２項）からすると、
理由の提示は、…厚労大臣による判断の公正かつ公平性を制度的に担保
し、恣意的運用を抑制すべきとの要請よりも、処分の透明性を高めるとと
もに、申請者に対する不服申立ての便宜を提供するために求められている
ものと解することができ」るとして、認定審査会における審査手続が行政
庁たる大臣の判断をめぐって理由提示がもつ恣意抑制機能を後景に追いや
るものと捉え、そのような観点から理由記載の適否の判断を行った仙台高
判平成20 ・５・28（判タ1283号74頁）やこれと同旨の判決もみられる点
を指摘するに止めておく。
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　（３）最後に、争訟提起と理由提示の関係である。第一に、ドイツで権
利保護の実効化に向けて理由提示の機能が語られる際には、判断余地や裁
量を伴う決定の場合が特に重視されていることは先に触れた通りである
が、この考え方はわが国においてもほぼ同様に当てはまろう。即ち、覊束
行為においては理由提示が欠けても、行政庁によって認定された事実と適
用された法規の解釈とが、決定プロセスの内容と相俟って、容易に推察が
可能となることが往々にして起こりうるが、裁量行為にあっては、理由の
提示なくばそれらの点について推知はされにくく、その分争訟の行方につ
いて展望が効きにくくなるということである。そしてこの点を突き詰めて
考えれば、争訟提起便宜機能に照らして、裁量行為についてはより詳しい
理由の提示がなされなければ求められた理由提示とは認められないと解
する余地も生じてこよう（47）。理由提示における審査基準や処分基準の扱
いについては判例法理の定着になお時間は要しようが（48）（前者につき東京
高判平成13 ・６・14（判時1757号51頁）参照、後者につき前掲最判平成
23・６・７参照）、この問題もかかる視点から検討する必要があろう。ま
た、比較的詳細な理由提示から、イギリスでの指摘の如く他事考慮や考慮
遺脱などを見てとれるかは、日英の決定プロセスや司法形式化が必ずしも
同質ではないことから疑問視せざるを得ないところは残るにせよ、私人が
裁量行為に対し「判断過程審査」的な見方を試みる縁とはなりえようか。
　第二に、不服申し立てと訴訟をめぐる我が国の自由選択主義が理由提示
制度に及ぼす影響の問題がある。この点、ドイツの争訟法制は原則とし
て異議審査請求前置主義を採っており（49）、日本でいう争訟提起便宜機能
は、基本的には異議審査請求提起便宜機能に止まる。つまり、訴訟という
権利救済手続の核心部分に焦点を当てたとき、訴訟の提起に便宜を供する
のはほぼ異議審査決定に付される理由なのであって、原処分に付される理
由はそれほど大きな意味をもたないのである。これに対し、わが国の原則
としての自由選択主義の下では、行政事件訴訟法８条１項但書が定める自
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由選択主義の例外（不服申立前置主義）の多寡は別として、基本理念的に
は原処分の理由は権利救済手続としては極めて重要な訴訟の提起にも大き
な役割が期待されうるのであって、わが国において処分時の理由提示がも
つ意義・必要性には、ドイツにおけるよりも相対的に大きなものが認めら
れてよい。このような両国の法制上の差異が、両国において理由提示の欠
如、不備の法的効果の問題等を考えるうえで、夫々違った帰結へと導く可
能性をもつことを否定することはできないであろう。
　第三には、行政不服申立てや行政事件訴訟において、不服申立人適格や
原告適格が申請が認容された者以外の第三者にも認められる場合があるこ
とは言うまでもない。それら争訟適格性が肯認される第三者が、処分につ
き実体法上の主張はできても理由提示の違法という手続法上の問題をとり
上げることができないというのは、現行行政手続法が主に相手方私人（名
宛人）の権利利益保護のための法律と性格づけられ、ために理由提示につ
いても申請拒否処分についてのみ義務化され、申請認容処分については求
められていないことからすれば、ある意味で当然のことといえるのかもし
れない。しかし、理由提示の有する恣意抑制機能に鑑みるならば、申請認
容処分に際して理由提示を必要なしとすることには平仄が合わないといえ
なくもないところがあるし、申請認容処分によって、不利益的効果がもた
らされる第三者にとっては、争訟提起便宜機能に鑑みて、理由提示制度を
通じて処分理由が第三者に示されてよいとの主張もありえなくはなかろ
う。このように考えるとき、行政機関情報公開法13条３項及び行政機関
個人情報保護法23条３項によって既に立法化が行われている、第三者に
対する開示決定の理由を書面によって通知する制度、等についての判例の
集積が望まれると同時に、更なる立法化が立法政策的課題として取り上げ
られることも期待されるところである。
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